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川崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る 

介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 改正後 改正前 

○川崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法の基準等に関する条例 

○川崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法の基準等に関する条例 

平成24年12月14日条例第84号 平成24年12月14日条例第84号

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第46条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業を行う者（以下「指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業者」という。）が当該事業を行う事

業所（以下「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所」という。）ご

とに置くべき指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たる従業者

（以下「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」という。）の員数は、

夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定介護予防小規模多機能型居宅介

護の提供に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業者については、常

勤換算方法で、通いサービス（登録者（指定介護予防小規模多機能型居宅

介護を利用するために指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に登録

を受けた者をいう。以下この章において同じ。）を指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所に通わせて行う指定介護予防小規模多機能型居宅介

護をいう。以下この章において同じ。）の提供に当たる者をその利用者（当

該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定小規模多機能型居宅

介護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第83条第１項に規定する指

定小規模多機能型居宅介護事業者をいう。以下この章において同じ。）の

指定を併せて受け、かつ、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業と

指定小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準条例第82条に

規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。以下この章において同じ。）

の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあって

は、当該事業所における指定介護予防小規模多機能型居宅介護又は指定小

第46条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業を行う者（以下「指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業者」という。）が当該事業を行う事

業所（以下「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所」という。）ご

とに置くべき指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たる従業者

（以下「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」という。）の員数は、

夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定介護予防小規模多機能型居宅介

護の提供に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業者については、常

勤換算方法で、通いサービス（登録者（指定介護予防小規模多機能型居宅

介護を利用するために指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に登録

を受けた者をいう。以下この章において同じ。）を指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所に通わせて行う指定介護予防小規模多機能型居宅介

護をいう。以下この章において同じ。）の提供に当たる者をその利用者（当

該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定小規模多機能型居宅

介護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第83条第１項に規定する指

定小規模多機能型居宅介護事業者をいう。以下この章において同じ。）の

指定を併せて受け、かつ、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業と

指定小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準条例第82条に

規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。以下この章において同じ。）

の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあって

は、当該事業所における指定介護予防小規模多機能型居宅介護又は指定小

資料２
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 改正後 改正前 

規模多機能型居宅介護の利用者。以下この節及び次節において同じ。）の

数が３人又はその端数を増すごとに１人以上及び訪問サービス（介護予防

小規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅におい

て行う指定介護予防小規模多機能型居宅介護（第７項に規定する本体事業

所である指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該本体

事業所に係る同項に規定するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所の登録者の居宅において行う指定介護予防小規模多機能型居

宅介護を、同項に規定するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所にあっては当該サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所に係る同項に規定する本体事業所及び当該本体事業所に係る他

の同項に規定するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所の登録者の居宅において行う指定介護予防小規模多機能型居宅介護を含

む。）をいう。以下この章において同じ。）の提供に当たる者を１人以上

とし、夜間及び深夜の時間帯を通じて指定介護予防小規模多機能型居宅介

護の提供に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業者については、夜

間及び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除

く。）をいう。第５項において同じ。）に当たる者を１人以上及び宿直勤

務に当たる者を当該宿直勤務に必要な員数以上とする。 

規模多機能型居宅介護の利用者。以下この節及び次節において同じ。）の

数が３人又はその端数を増すごとに１人以上及び訪問サービス（介護予防

小規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅におい

て行う指定介護予防小規模多機能型居宅介護（第７項に規定する本体事業

所である指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該本体

事業所に係る同項に規定するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所の登録者の居宅において行う指定介護予防小規模多機能型居

宅介護を、同項に規定するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所にあっては当該サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所に係る同項に規定する本体事業所及び当該本体事業所に係る他

の同項に規定するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所の登録者の居宅において行う指定介護予防小規模多機能型居宅介護を含

む。）をいう。以下この章において同じ。）の提供に当たる者を１人以上

とし、夜間及び深夜の時間帯を通じて指定介護予防小規模多機能型居宅介

護の提供に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業者については、夜

間及び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除

く。）をいう。第５項において同じ。）に当たる者を１人以上及び宿直勤

務に当たる者を当該宿直勤務に必要な員数以上とする。 

２ 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受

ける場合は、推定数とする。 

２ 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受

ける場合は、推定数とする。 

３ 介護予防小規模多機能型居宅介護従業者のうち１人以上の者は、常勤で

なければならない。 

３ 介護予防小規模多機能型居宅介護従業者のうち１人以上の者は、常勤で

なければならない。 

４ 介護予防小規模多機能型居宅介護従業者のうち１人以上の者は、看護師

又は准看護師でなければならない。 

４ 介護予防小規模多機能型居宅介護従業者のうち１人以上の者は、看護師

又は准看護師でなければならない。 

５ 宿泊サービス（登録者を指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

宿泊させて行う指定介護予防小規模多機能型居宅介護（第７項に規定する

本体事業所である指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあって

は、当該本体事業所に係る同項に規定するサテライト型指定介護予防小規

５ 宿泊サービス（登録者を指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

宿泊させて行う指定介護予防小規模多機能型居宅介護（第７項に規定する

本体事業所である指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあって

は、当該本体事業所に係る同項に規定するサテライト型指定介護予防小規
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 改正後 改正前 

模多機能型居宅介護事業所の登録者の心身の状況を勘案し、その処遇に支

障がない場合に、当該登録者を当該本体事業所に宿泊させて行う指定介護

予防小規模多機能型居宅介護を含む。）をいう。以下この章において同じ。）

の利用者がいない場合であって、夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に

対して訪問サービスを提供するために必要な連絡体制を整備しているとき

は、第１項の規定にかかわらず、夜間及び深夜の時間帯を通じて夜間及び

深夜の勤務並びに宿直勤務に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業

者を置かないことができる。 

模多機能型居宅介護事業所の登録者の心身の状況を勘案し、その処遇に支

障がない場合に、当該登録者を当該本体事業所に宿泊させて行う指定介護

予防小規模多機能型居宅介護を含む。）をいう。以下この章において同じ。）

の利用者がいない場合であって、夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に

対して訪問サービスを提供するために必要な連絡体制を整備しているとき

は、第１項の規定にかかわらず、夜間及び深夜の時間帯を通じて夜間及び

深夜の勤務並びに宿直勤務に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業

者を置かないことができる。 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基準

を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄

に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、

同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機能型居宅介護従業者は、同表

の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基準

を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄

に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、

同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機能型居宅介護従業者は、同表

の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

 当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等

のいずれかが併設

されている場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業

所、指定地域密着型特定施設、指定

地域密着型介護老人福祉施設又は指

定介護療養型医療施設（医療法（昭

和23年法律第205号）第７条第２項第

４号に規定する療養病床を有する診

療所であるものに限る。） 

介護職員   当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等

のいずれかが併設

されている場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業

所、指定地域密着型特定施設、指定

地域密着型介護老人福祉施設又は指

定介護療養型医療施設（医療法（昭

和23年法律第205号）第７条第２項第

４号に規定する療養病床を有する診

療所であるものに限る。） 

介護職員  

 当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に

掲げる施設等のい

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅

サービスの事業を行う事業所、指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所、指定地域密着型通所介護事

業所、指定認知症対応型通所介護事

業所、指定介護老人福祉施設又は介

護老人保健施設 

看護師又は

准看護師 

当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に

掲げる施設等のい

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅

サービスの事業を行う事業所、指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所、指定認知症対応型通所介護

事業所、指定介護老人福祉施設又は

介護老人保健施設 

看護師又は

准看護師 

７ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型７ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型
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 改正後 改正前 

居宅介護事業所（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所であって、

指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について

３年以上の経験を有する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者又は

指定看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス基準条

例第193条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業者をい

う。）により設置される当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

以外の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所（同項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所をいう。）であって当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所に対して指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行う

もの（以下「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営されるも

のをいう。以下同じ。）に置くべき訪問サービスの提供に当たる介護予防

小規模多機能型居宅介護従業者については、本体事業所の職員により当該

サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇

が適切に行われると認められるときは、１人以上とすることができる。 

居宅介護事業所（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所であって、

指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について

３年以上の経験を有する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者又は

指定看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス基準条

例第193条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業者をい

う。）により設置される当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

以外の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所（同項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所をいう。）であって当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所に対して指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行う

もの（以下「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営されるも

のをいう。以下同じ。）に置くべき訪問サービスの提供に当たる介護予防

小規模多機能型居宅介護従業者については、本体事業所の職員により当該

サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇

が適切に行われると認められるときは、１人以上とすることができる。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業所に

おいて宿直勤務を行う介護予防小規模多機能型居宅介護従業者又は看護小

規模多機能型居宅介護従業者（指定地域密着型サービス基準条例第193条第

１項に規定する看護小規模多機能型居宅介護従業者をいう。）により当該

サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇

が適切に行われると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿

直勤務を行う介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置かないことがで

きる。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業所に

おいて宿直勤務を行う介護予防小規模多機能型居宅介護従業者又は看護小

規模多機能型居宅介護従業者（指定地域密着型サービス基準条例第193条第

１項に規定する看護小規模多機能型居宅介護従業者をいう。）により当該

サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇

が適切に行われると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿

直勤務を行う介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置かないことがで

きる。 

９ 第４項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所については、本体事業所の看護師又は准看護師により登録

者の処遇が適切に行われると認められるときは、看護師又は准看護師を置

かないことができる。 

９ 第４項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所については、本体事業所の看護師又は准看護師により登録

者の処遇が適切に行われると認められるときは、看護師又は准看護師を置

かないことができる。 
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10 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る指定介護

予防サービス等の利用に係る計画及び介護予防小規模多機能型居宅介護計

画（第69条第３号に規定する介護予防小規模多機能型居宅介護計画をいう。

第12項において同じ。）の作成に専ら従事する介護支援専門員を置かなけ

ればならない。ただし、当該介護支援専門員は、利用者の処遇に支障がな

い場合は、当該介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事

させ、又は当該介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する第６項

の表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施

設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務に

従事させることができる。 

10 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る指定介護

予防サービス等の利用に係る計画及び介護予防小規模多機能型居宅介護計

画（第69条第３号に規定する介護予防小規模多機能型居宅介護計画をいう。

第12項において同じ。）の作成に専ら従事する介護支援専門員を置かなけ

ればならない。ただし、当該介護支援専門員は、利用者の処遇に支障がな

い場合は、当該介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事

させ、又は当該介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する第６項

の表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施

設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務に

従事させることができる。 

11 前項の介護支援専門員は、基準省令第44条第11項に規定する厚生労働大

臣が定める研修を修了している者でなければならない。 

11 前項の介護支援専門員は、基準省令第44条第11項に規定する厚生労働大

臣が定める研修を修了している者でなければならない。 

12 第10項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所については、本体事業所の介護支援専門員により当該サテ

ライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対して指

定介護予防サービス等の利用に係る計画の作成が適切に行われるときは、

介護支援専門員に代えて、介護予防小規模多機能型居宅介護計画の作成に

専ら従事する前項の研修を修了している者（第69条において「研修修了者」

という。）を置くことができる。 

12 第10項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所については、本体事業所の介護支援専門員により当該サテ

ライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対して指

定介護予防サービス等の利用に係る計画の作成が適切に行われるときは、

介護支援専門員に代えて、介護予防小規模多機能型居宅介護計画の作成に

専ら従事する前項の研修を修了している者（第69条において「研修修了者」

という。）を置くことができる。 

13 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定小規模多機能型居宅

介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防小規模多機能型居宅

介護の事業と指定小規模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合については、指定地域密着型サービス基準

条例第83条第１項から第12項までに規定する人員に関する基準を満たすこ

とをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなす。 

13 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定小規模多機能型居宅

介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防小規模多機能型居宅

介護の事業と指定小規模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合については、指定地域密着型サービス基準

条例第83条第１項から第12項までに規定する人員に関する基準を満たすこ

とをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなす。 

（準用） （準用） 

第88条 第12条、第13条、第15条、第16条、第25条、第26条、第28条、第33

条から第36条まで、第38条、第39条（第４項を除く。）から第41条（第5

第88条 第12条、第13条、第15条、第16条、第25条、第26条、第28条、第33

条から第36条まで、第38条、第39条（第４項を除く。）から第41条まで、
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項を除く。）まで、第58条、第61条及び第63条の規定は、指定介護予防認

知症対応型共同生活介護の事業について準用する。この場合において、第

12条第１項中「第29条に規定する運営規程」とあるのは「第82条に規定す

る規程」と、「介護予防認知症対応型通所介護従業者（第６条第１項又は

第９条第１項の従業者をいう。以下同じ。）」とあるのは「介護従業者」

と、第28条第２項中「この節」とあるのは「第４章第４節」と、第34条中

「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、

第41条第１項中「介護予防認知症対応型通所介護について知見を有する者」

とあるのは「介護予防認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」

と、「６月」とあるのは「２月」と、第58条中「介護予防小規模多機能型

居宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第61条中「指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業者」と読み替えるものとする。 

第58条、第61条及び第63条の規定は、指定介護予防認知症対応型共同生活

介護の事業について準用する。この場合において、第12条第１項中「第29

条に規定する運営規程」とあるのは「第82条に規定する規程」と、「介護

予防認知症対応型通所介護従業者（第６条第１項又は第９条第１項の従業

者をいう。以下同じ。）」とあるのは「介護従業者」と、第28条第２項中

「この節」とあるのは「第４章第４節」と、第34条中「介護予防認知症対

応型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第41条第１項中「介

護予防認知症対応型通所介護について知見を有する者」とあるのは「介護

予防認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「６月」と

あるのは「２月」と、第58条中「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」

とあるのは「介護従業者」と、第61条中「指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業者」とあるのは「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業

者」とと読み替えるものとする。 


